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 (様式３) 

公共事業再評価調書 

番  号 水道－１ 事業担当局課   水道局 計画課 

事 業 名 西谷浄水場再整備事業 採択年度 平成 27年度 

施工場所 保土ケ谷区川島町５２２番地 経過年数 ４年 

目的及び 

事業概要 

西谷浄水場再整備事業は、「１水源１浄水場」「自然流下系※の優先」の方針に基

づき、 

①耐震性が不足しているろ過池の更新 

②水源水質の悪化にも対応できる粒状活性炭処理の導入 

③相模湖系統の水利権水量の全量処理を可能とするための浄水処理能力の増強 

を主な事業内容としています。 

※水源から浄水場へ水を送る際にポンプを使用しない浄水場のことで、本市では西谷浄

水場と川井浄水場が該当します。 

 当初（事業採択時）（平成 27年度） 変 更（平成 30年度） 

事業期間 
設計期間：平成 28～29年度 

工事期間：平成 30～令和７年度 

設計期間：令和２～３年度 

工事期間：令和４～22年度 

事

業

費 

合 計 250億円 681億円 

国 費 － － 

市 費 250億円 681億円 

変更内容 

当初（平成 27 年度事業採択時）には、①ろ過池の更新と②粒状活

性炭処理施設の新設のみを事業範囲としていました。 

しかし、自然流下系である西谷浄水場の給水エリアを拡大し、相模

湖系統の水利権水量の全量処理を早期実現するため、導水路、浄水処

理、排水処理を一連のシステムと考え、全体最適の視点で検討を進め、

西谷浄水場再整備事業の事業範囲を浄水処理施設、排水処理施設に拡

大しました。（図１）（平成 30年９月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 西谷浄水場再整備の事業範囲 

① 

② 
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上位計画等 

（１）長期ビジョン（平成18年７月） 

平成18年７月に策定した、「横浜水道長期ビジョン・10か年プラン」

では、浄水場の再整備の考え方を次のように示しています。 

水質・水圧の面で有利な自然流下系の浄水場を優先的に使うとと

もに、３つの浄水場を２つに統合し効率化すること、また、原水

水質により最適な浄水処理が異なることから、水処理を容易にす

るために１浄水場につき１系統の水源の水を処理することを原則

とします。 

この考え方に基づき、川井浄水場は、膜ろ過方式を取り入れて再整

備し、平成26年４月から稼働しています。鶴ケ峰浄水場は平成26年３

月に廃止しました。西谷浄水場については、粒状活性炭処理を導入し、

相模湖系水利権水量全量（39.4万ｍ3/日）を浄水処理できるよう再整

備の検討を進めています。 

表１ 水源系統と対応する浄水場 

 

 

図２ 本市の浄水場と水源系統 

 

 

 

水源 
系統 

導水 
方式 

浄水場（統廃合前  ⇒  統廃合後） 

道志川

系統 

自然 
流下系 

川井浄水場 ⇒ 川井浄水場 

西谷浄水場   （H26年度～） 

相模湖

系統 
自然 
流下系 

川井浄水場        
鶴ケ峰浄水場 ⇒ 西谷浄水場 
西谷浄水場  （H26年度鶴ケ峰廃止） 

馬入川

系統 

ポンプ

系 
小雀浄水場 ⇒  当面変更無し 



3 

 

（２）長期ビジョン（平成28年３月） 

平成 18年の長期ビジョンの考え方を引き継ぎ、平成 28年３月に策

定された「横浜水道長期ビジョン」にも、表２に示す取り組みの方向

性と、それぞれ具体的な内容が示されています。 

 

表２ 長期ビジョン（平成 28年３月）における取組の方向性 

取組の方向性 具体的な内容 

安全で良質な水 西谷浄水場は原水水質に適した処理方法を

導入して再整備を進める 

災害に強い水道 浄水場の耐震化を進める 

環境にやさしい 

水道 

電力に依存しない自然流下系施設の優先利

用を進める 

 

（３）中期経営計画（平成 28年３月） 

平成 28年３月に策定した中期経営計画（平成 28年度～令和元年度）

では、西谷浄水場再整備事業を主要事業に掲げるとともに、その事業

費を財政収支計画に反映し、検討を進めてきました。 

現在策定している次期中期経営計画（令和２年度～５年度）におい

ても、本事業を引き続き主要事業に掲げるとともに、事業費を含めた

整備計画の変更内容を計画に反映していきたいと考えています。 

 

関連事業 相模湖系導水路（川井接合井から西谷浄水場）改良事業 

事 業 の 

必 要 性 

事業を巡る

社会経済情

勢等の変化 

（１）お客様意識調査に基づくニーズ 

水道局で行っているお客様意識調査では、「今後、特に力を入れ

るべき次項（複数回答）」として、西谷浄水場の再整備に関係する

３つの取組の方向性において、高い割合を占めています。 

  特に「環境にやさしい水道」については割合が大きく増加してお

り、自然流下系である西谷浄水場の給水エリアを拡大し、環境にや

さしい水道システムを構築していくニーズが高まっていることが

うかがえます。 

 

表３ お客様意識調査結果 単位：％ 

 Ｈ26 Ｈ30 増減 

安全で良質な水 81.8 74.4 －7.4 

災害に強い水道 81.1 75.6 －5.5 

環境にやさしい水道 25.4 37.8 ＋12.4 

充実した情報とサービス 11.2 13.3 ＋2.1 

国内外における社会貢献 12.0 12.7 ＋0.7 

持続可能な経営基盤 26.0 34.3 ＋8.3 

その他・特にない・無回答 3.7 7.6 ＋3.9 
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（２）大規模地震によって得られた教訓 

  平成 28 年に発生した熊本地震では、地下水の取水に使用してい

るポンプが破損し、断水が長期化しました。また、平成 30 年北海

道胆振東部地震では、浄水場やポンプ場など水道施設を含んだ大規

模停電が生じ、約６万戸の断水が発生しました。 

  このように、ポンプの使用や電力に依存した水道システムは地震

等の災害時に断水のリスクが高いと言えます。したがって、自然流

下系の優先利用を推進する必要があります。 

事業の投資

効 果 ・ 

事業効果等 

（１）定性的事項 

・ 施設の耐震化を図ることで、大規模地震時にも安定的な浄水処

理・給水が可能となります。 

・ 粒状活性炭施設により、常時活性炭での処理が可能となるため、

これまで以上に安全・安心な水を安定的に供給できます。 

・ 西谷浄水場の処理能力を増強することで、自然流下系の水を最大

限活用した、環境にやさしい水道システムを構築できます。 

 

表４ 再整備前後の処理能力（参考） 

 再整備前 再整備後 

西谷浄水場 

処理能力 
35.6万ｍ3/日※ 39.4万ｍ3/日 

    ※導水能力が不足しているため実質給水能力は約 26.5万ｍ3／日 

 

（２）定量的事項 

・ マニュアルによる B/C（費用便益比）の算出 

表５ 事業採択時と現在におけるＢ/Ｃの比較 

 事業採択時 

(平成 27年度) 

変 更 

(平成 30年度) 

ろ過池の更新（全量処理） 5.5 1.5 

粒状活性炭処理施設の新設 15.7 12.8 

排水処理施設の整備 － 7.1 

「水道事業の費用対効果分析マニュアル(厚生労働省)」を用いて計算。 

費用便益比の基準値は B/C≧1.0 「水道事業の費用対効果分析マニュアル」 

 

事業実施に伴う便益の考え方は次のとおり。 

・ ろ過池の更新及び排水処理施設の整備 

西谷浄水場の給水エリアにおいて、市民が、災害時の一次復旧期にあたる７日分の飲

用水を、独自に備蓄する費用を回避できるものとして、便益を算出した。 

変更時のＢ/C は、粒状活性炭処理施設と排水処理施設以外のコストを全て相模湖系

水利権水量の全量処理に向けたコストと考えた。 
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既存のろ過池で地震による破壊が発生した場合、修繕、構造物の消毒、ろ過砂の洗

浄、試運転などが必要となり、運用開始までの 30 日分以上の飲用水等の備蓄が必要と考

えられるが、事業採択時の考え方に則って B/C を算出した。 

・ 粒状活性炭処理の新設 

西谷浄水場の給水エリアにおいて、市民が独自に行う水質改善費用（煮沸消毒、浄水

器設置、ボトルドウォーター購入、ウォーターサーバー設置）を回避できるものとして便益を

算出した。 

 

事 業 の  

進ちょく  

状  況 

事業進ちょく

率％ 

相模湖系の水利権水量を早期に全量処理できるよう、浄水処理

施設、排水処理施設、導水路について全体最適の視点で検討し、

平成 30年９月に整備の方向性を決定しました。 

現在、この整備の方向性に基づき、基本計画を策定しています。 

また、令和元年５月には、排水処理施設をＤＢＯ方式で、９月

には浄水処理施設をＤＢ方式で整備することしたため、要求水準

やリスク分担の整理など、発注に向けた準備を進めています。 

－ 

用地取得率％ 

－ 

供用等の状況 

－ 

事業の課題  

及び進ちょく 

見 込 み 

平成 30年９月に決定した整備の方向性に基づき、令和元年度中に基本計画を策

定します。 

また、浄水処理施設をＤＢ方式で、排水処理施設をＤＢＯ方式で発注するため

の公募や契約に関わる手続きを令和２年度に行い、設計工事期間を経て、浄水処

理施設は令和 22年度に、排水処理施設は令和８年度に整備が完成できるよう事業

を進めていきます。 

そ の 他    

（コスト縮減項目等） 

（１）相模湖系水利権水量の早期全量処理の効果 

 ポンプを使用して浄水する神奈川県内広域水道企業団の給水エリアを減少させ

ることにより、年間２億円以上のコストを縮減できると見込んでいます。 

 事業費平準化の観点から西谷浄水場再整備後に導水路を整備した場合に比べ、

導水路・浄水処理施設・排水処理施設を全体最適の視点で整備を進めることによ

り、15年間全量処理開始を前倒し、30億円以上のコストを縮減できます。 

また、CO2については、年間約 5,000ｔ（1,700世帯分）削減できるほか、電気を

使用せずに導水が可能な自然流下系浄水場からの給水量が増え、それに伴い給水

エリアが拡大することで、災害や停電などの際にも給水の安定性が向上します。 

 

事業採択時
（平成27年）

変更

ろ過池・粒状活性炭

全量処理に必要な

その他の浄水場整備

・排水処理施設

相模湖系導水路改良

（約11年間）

粒状活性炭

（約８年）
ろ過池

全量処理に必要な

その他の浄水場整備

相模湖系導水路改良

（約11年間）

全量処理
開始

全量処理
開始

15年間

４年間
排水処理施設

 

図３ 全量処理が前倒しされる年数のイメージ 
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（２）事業手法 

施工者の独自の技術やノウハウを活用することや、設計段階から施工準備（資

材発注や施工図作成等）ができることによる、コスト縮減や工期短縮が期待でき

るため、公民連携手法により整備を進めます。 

① 浄水処理施設 ： ＤＢ方式 

② 排水処理施設 ： ＤＢＯ方式   

添付資料 無 

対応方針 

継 

続 

計画通り(上記計画を実施)※１ 

一部見直し(上記計画を変更)※２ 

【見直し内容】 

中  止 

 

対応方針と

した理由 

 「自然流下系の優先」の方針に基づき、相模湖系統の水利権水量の全量処理を

早期に実現するため、整備範囲を浄水処理施設、排水処理施設に拡大し、事業を

実施します。 

※１：既に見直し内容が確定している場合は、こちらを選択してください。前の再評価で｢継続(一部見直し）」の事業

についても、その見直し内容が確定している場合は、こちらを選択してください。 

※２：今後、見直しを行うことが確定している事業は、こちらを選択し、見直し内容を記載してください。 

 


